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プロフィール

A YAMATO HOLDINGS CO., LTD.A

　ヤマトグループは、ヤマトホールディングス株式会社（当社）および子会社45社、関連会社7社により構成さ

れており、デリバリー事業、BIZ-ロジ事業、ホームコンビニエンス事業、e-ビジネス事業、フィナンシャル事業、

トラックメンテナンス事業の6





ごあいさつ

2012年3月期の振り返り
2012年3月期は、欧州債務危機によｙ外経済の減速、円高の進行などかｓ日本経済全体が停滞の様相を見せたも

のの、2011年3月に発生した東日本大震災かｓの復興需要の高まりなどかｓ景況感は徐々に回復へと転じました。







社長メッセージ

 





下とともに、ヤマトグループの成長も鈍化するのでは

ないかという見方がなされていますが、私は、この市

場はまだまだ伸びると強く信じています。

 主要な6つの事業ポートフォリオマネジメント

を通じて、宅急便の再成長を軸とした持続的な

利益成長を牽引していきます。

2005年、ヤマトグループは純粋持株会社体制へと

移行しました。

私が、宅急便の再成長はまだ可能だと考える大きな

理由は、一言でいえば、デリバリー事業、BIZ-







 











営業利益（損失） （単位：百万円） 事業概要

デリバリー事業は、一般個人消費者・企業向けの小口貨物輸送事業です。





1. 国内市場:「地域・生活密着」と「流通ソリューションプロバ
イダー」で、圧倒的な品質向上の実現
「地域・生活密着」については、宅急便の成長力復活をは
かっていく中で、政府、地域行政、他企業とのタイアップなど





海外事業展開においては、アジア域内での企業間貨物の路

線運行・域内輸送事業へ参入し、各地域ニーズに合わせたワ

ンストップロジスティクスの提供を行います。また、「グロー





極的な新商品・新サービスの投入により新規市場を開拓する
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企業の社会的責任



環境
低公害車の積極導入







社外監査役の北村敬子氏は、会計分野における大学教授の





役員
2012年6月26日現在

佐藤　雅美

萩原　敏孝

芝﨑　健一

社外取締役

常務執行役員

5.

6.

7.

瀬戸　薫
代表取締役会長

木川　眞
代表取締役社長
社長執行役員

取締役

1.

2. 山内　雅喜
取締役
執行役員



大川　康治

横瀬　元治

有富　慶二

川田　博





位を確立していくことを目指しています。そして、株主の皆

様、お客様、社会、社員など、すべてのステークホルダーの

皆様の満足度を高めることを大きなテーマとしています。





800



なお、下記リスクは、2012年3月末現在の情報において

予測可能な範囲内に過ぎず、ヤマトグループの事業に関す

る潜在的なリスクをすべて網羅しているとは限りません。

ヤマトグループでは、宅急便を主力商品とするデリバ

リー事業をはじめ、IT（情報）機能、LT（物流）機能、FT

（決済）機能にまたがる6





ヤマトホールディングス株式会社及び連結子会社
2012年3月31日現在







ヤマトホールディングス株式会社及び連結子会社
2012年3月31日終了連結会計年度 

連結包括利益計算書

単位：百万円
単位：千米ドル 
（注記1）

2012 2011 2012

少数株主損益調整前当期純利益 ¥19,758 ¥33,345 $240,395

他の包括利益 （注記14）：
1,514 (1,757) 18,424

為妾

20,839,395

�,820,345（益20,827,395�,868,345







ヤマトホールディングス株式会社及び連結子会社
2012年3月31日終了連結会計年度









3. 割賦売掛金
2012年度および2011年度の営業収益に対する割賦基準に基づく売上の割合は0.3%および0.4%であります。
2012年3月31







7. 退職金及び年金制度
当社グループは、従業員に対する退職給付制度を有しております。





10. 法人税等









現金及び現金同等物



（5）金銭債権及び満期のある有価証券の償還予定額



14.包括利益
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